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特定小型原動機付自転車の性能等確認制度に関する告示の制定について 

 

１．背景 

道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第 32 号）により、電動キックボード等に

対応する新たな車両区分として「特定小型原動機付自転車（以下「特定原付」という。）」が定

義されることとなった。これを踏まえ、車両安全対策検討会の下に「新たなモビリティ安全

対策ワーキンググループ」を設置し、特定原付に区分される電動キックボード等の車両の安

全対策の検討を行ってきたところ、本年 10 月にその内容がとりまとめられた※。 

今般、この検討の結果を踏まえ、運行の用に供される特定原付の保安基準適合性を確保す

るとともに、特定原付が安全に利用される環境の整備を促進するため、「特定原動機付自転車

の性能等確認制度に関する告示（以下単に「告示」という。）」の制定等を行う。 

※【車両安全対策検討会及び新たなモビリティ安全対策 WG】：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk7_000005.html 

２．制度の概要 

（１）性能等確認実施機関の認定 

・ 性能等確認を実施しようとする者は、性能等確認の実施方法、設備等及び実施体制を

定めた「性能等確認実施規程」（以下「規程」という。）を策定し、国土交通大臣の認定を

受けることができる。 

・ 国土交通大臣は、申請により、当該認定を受けようとする者の性能等確認の能力等を

確認した上で、その認定を行った場合には、当該性能等確認実施機関に係る情報を遅滞

なく公表する。 

・ 認定の有効期間は、５年とする。 

・ 規程の変更は、変更の内容に応じ、再認定又は届出の対象とする。 

（２）認定の基準 

・ 認定の基準は、性能等確認に関し、①特定原付の保安基準適合性等を適切に確認でき

る能力を有すること、②必要な設備、機器等を有すること、③公平かつ適正な実施に必

要な体制を有することとする。 

（３）性能等確認の実施 

・ 性能等確認実施機関は、性能等確認の実施前に、当該確認の申請・実施・結果通知等の

手続きを定めた「性能等確認実施要領」（以下「要領」という。）を策定し、国土交通大臣

に届け出る（変更時も同様）。 

・ 性能等確認は、特定原付の製作者等の申請により行う。 

・ 性能等確認実施機関は、規程及び要領に基づき、特定原付の型式ごとに性能等確認を

実施するとともに、その結果を遅滞なく製作者等及び国土交通大臣に通知する。 

（４）性能等確認の結果の活用 

・ 国土交通大臣は、性能等確認の結果、告示に定める事項に適合する旨の通知（以下「適

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk7_000005.html


 

合通知」という。）を受けた場合には、当該通知に係る情報を遅滞なく公表する。 

・ 適合通知を受けた製作者等は、当該通知に係る型式の特定原付には、所定の表示（シー

ル）※を付するものとする。 

・ 性能等確認実施機関は、適合通知を受けた製作者等に対し、少なくとも事業年度ごと

に、車体への表示状況等に関し報告を求めるものとする。 

  

（車体のデザインに応じ、選択可） 

（５）性能等確認の適正な実施のための措置 

・ 国土交通大臣は、性能等確認実施機関に対し必要な報告を求めることができるほか、

性能等確認実施機関が告示の規定に違反していると認めるときは、当該性能等確認実施

機関に対し、必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

・ 国土交通大臣は、性能等確認実施機関が①告示の規定又は措置命令に違反したとき、

②報告の忌避又は虚偽の報告をしたとき、③不正の手段で認定を受けたときは、認定を

取り消すことができる。 

・ 国土交通大臣は、①適合通知を受けた型式の特定原付が性能等確認の基準に適合しな

いと認めるとき、②製作者等が不正の手段により適合通知を受けたとき、③認定を取り

消した場合において必要と認めるときは、性能等確認に係る結果の公表を取りやめるこ

とができる。 

 

３．スケジュール 

公 布：令和４年 12月 23 日 

施 行：公布の日 

 

※ 


